
 
 
 
 

ニュージャージー州 TDR 法をめぐる動向

名城大学 法学部 准教授 北見 宏介
きたみ こうすけ

はじめに

わが国における都市の開発、なかんずく立体的

開発や容積率をめぐる議論では、アメリカの諸制

度や思考が参照されることがしばしばみられる ）。

本稿もまた、アメリカ合衆国における 、すな

わち「移転可能な開発権」（

）あるいは「開発権の移転」

（ ）を取り扱う。

アメリカにおける開発許容限度の定め方としては、

容積率や個数密度などがあるとされるが、開発限

度に達していない部分で他に移転が認められるも

の、あるいはその移転作用が である ）。開発

限度まで「開発しうる」ということを「開発権」

として表現するもので、このこと自体の検討はな

おも必要であろうが、ここではさしあたり、通例

的に用いられているアメリカを参照する際の用語

法に沿うこととする ）。

                                                      
参照、水本浩「空中権の展開と課題」法律時報 巻

号（ 年） 頁、渡辺卓美「アメリカの空中権と

開発権の移転」同 頁、等。

建設省空中権調査研究会（編著）『空中権』（ぎょう

せい、 年） 頁。

「権利」とみる場合のポイントとして、参照、原田

大樹「財産権としての容積率？」『行政法学と主要参照

領域』（東京大学出版会、 年） 頁以下。なお、

アメリカにおいても、限度まで「開発しうる」ことは、

と表現されることもあれば、

などとされることもある。本来

は訳出についても厳格であるべきであろうが、アメリカ

においても必ずしも厳格な使い分けがなされているも

のとは現時点では見受けられなかったため、

に「権」をあてていることがある。

本稿では、 年に に関する州の一般法が

制定されたニュージャージー州における を取

り上げる。

１．州法制定までの先行事例

（１）パインランド

ニュージャージー州では、 の導入は 年

代の初頭から提唱されてきた ）。 年には、州

内の自治体 ）に に関する授権を行う法案が作

成され、下院を通過したものの上院を通過せず、

成立には至らなかった ）。

しかしその一方で、州内のアトランティック市

（ ）におけるカジノ解禁などによる

開発の動きを受けて、合衆国議会は、 年に「国

立公園レクリエーション法」（

）法を制定し、パインランド

（ ）地域が、国立保護区に指定された。

これにより、地域計画機関の創設と保護計画の策

定が求められることとなった。そこで州議会は、

年に「ニュージャージーパインランド保護法」

                                                      
35A N.J. Prac., Local Government Law § 26:10 (4th 

ニュージャージー州の地方自治制度に関しては、参

照、自治体国際化協会『ニュージャージー州の地方自治

制度』海外の諸情報シリーズ 号（ 年）（

）。

参照、寺田美子「アメリカ土地利用計画法の発展と

財産権の保障（５・完）」法学協会雑誌 巻 号（

年） 頁、建設省空中権調査研究会・前掲注 ）

頁。
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（ ）を制定

し、同法により、担当機関としてパインランド委

員会（ ）が設立された。委

員会は、 年にパインランド総合管理計画

（ ）を策定し、こ

の計画内で プログラムが導入されることとな

った。

計画においては、パインランド地域を保存区域

（ ）と 種の保護区域

（ ）に区分し、区域に応じた活動

制限がなされることとなった。保存区域と、保護

区 域 の う ち 農 業 生 産 区 域 （

）と特別農業生産区域（

）の つの区域に

は、特に厳しい規制がなされ、この区域の土地所

有者等への補償手法として が導入された。こ

こでは、上記の保存区域と 種の保護区域におい

て、土地所有者等が環境保存地役権（

）を設定した場合には、開発クレジット

を得ることができ、これを、保護区域のうち地域

発展区域（ ）に移転、売却

ができるとするものである ）。

また 年には、州の機関としてパインランド

開発クレジットバンク（

）が設立され、クレジットの売買の他、

情報仲介その他の役割を担っている ）。

（２）バーリントンカウンティでの試験導入

年に州議会は、「バーリントンカウンティ

実験法」（

） ）を制

定し、全州での実施に先立ってバーリントンカウ

ンティで プログラムを試験導入することとし

た。バーリントンカウンティが対象として選択さ

                                                      
参照、空中権調査研究会・前掲注 ） 頁以下、保

利真吾「容積移転の効果と発展に関する研究」（東京大

学大学院工学系研究科 年度修士論文）（

） 頁以下。

参照、保利・前掲注 ） 頁以下。

れたのは、類似制度の実験地域としての経験が同

カウンティに存在していたことが立法時に述べら

れているが ）、同カウンティの農業地域としての

性格の強さによることも指摘されている ）。

同法では、カウンティ内の自治体が、 プロ

グラムを創設する条例の承認（ ）を受け

ることにより、それを実施することができること

としていた。同カウンティのウェブページによる

とカウンティ内には の自治体が設立されてい

るようであるが、同法の下で、 プログラムを

創設する条例の承認を受けたのは、ランバート

ン・タウンシップ（ ）とチェ

スターフィールド・タウンシップ（

）の つであった。また、カウンティの

機関として、バーリントンカウンティ開発クレジ

ットバンクも設立された。

年に プログラムを導入したランバート

ンでは、当初、西側の エーカーの農地を保

護対象にプログラムを実施したところ、この運用

が好調であったため、 年になって新たに

エーカーの保護対象区域を東側に拡大し、

合計で エーカー以上の保護の設定がなされて

いるという。他方、チェスターフィールドは

年に プログラムを導入し、正確な数値は不明

であるが、州による他の農地保全プログラムと合

わせて、 エーカーの農地が保全されること

になったとのことである ）。

２．州法の概要

（１）バーリントンカウンティの評価と州議会に

よる立法

バーリントンカウンティにおける試験導入の結

果は、州議会によって成功として受け止められた。

そこで州議会は、 年に、 プログラムを州

内の全自治体で実施可能にする、「州 法」
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（ ）を制定

し、同法により、担当機関としてパインランド委

員会（ ）が設立された。委

員会は、 年にパインランド総合管理計画

（ ）を策定し、こ

の計画内で プログラムが導入されることとな

った。

計画においては、パインランド地域を保存区域

（ ）と 種の保護区域

（ ）に区分し、区域に応じた活動

制限がなされることとなった。保存区域と、保護

区 域 の う ち 農 業 生 産 区 域 （

）と特別農業生産区域（

）の つの区域に

は、特に厳しい規制がなされ、この区域の土地所

有者等への補償手法として が導入された。こ

こでは、上記の保存区域と 種の保護区域におい

て、土地所有者等が環境保存地役権（

）を設定した場合には、開発クレジット

を得ることができ、これを、保護区域のうち地域

発展区域（ ）に移転、売却

ができるとするものである ）。

また 年には、州の機関としてパインランド

開発クレジットバンク（

）が設立され、クレジットの売買の他、

情報仲介その他の役割を担っている ）。

（２）バーリントンカウンティでの試験導入

年に州議会は、「バーリントンカウンティ

実験法」（

） ）を制

定し、全州での実施に先立ってバーリントンカウ

ンティで プログラムを試験導入することとし

た。バーリントンカウンティが対象として選択さ

                                                      
参照、空中権調査研究会・前掲注 ） 頁以下、保

利真吾「容積移転の効果と発展に関する研究」（東京大

学大学院工学系研究科 年度修士論文）（

） 頁以下。

参照、保利・前掲注 ） 頁以下。

れたのは、類似制度の実験地域としての経験が同

カウンティに存在していたことが立法時に述べら

れているが ）、同カウンティの農業地域としての

性格の強さによることも指摘されている ）。

同法では、カウンティ内の自治体が、 プロ

グラムを創設する条例の承認（ ）を受け

ることにより、それを実施することができること

としていた。同カウンティのウェブページによる

とカウンティ内には の自治体が設立されてい

るようであるが、同法の下で、 プログラムを

創設する条例の承認を受けたのは、ランバート

ン・タウンシップ（ ）とチェ

スターフィールド・タウンシップ（

）の つであった。また、カウンティの

機関として、バーリントンカウンティ開発クレジ

ットバンクも設立された。

年に プログラムを導入したランバート

ンでは、当初、西側の エーカーの農地を保

護対象にプログラムを実施したところ、この運用

が好調であったため、 年になって新たに

エーカーの保護対象区域を東側に拡大し、

合計で エーカー以上の保護の設定がなされて

いるという。他方、チェスターフィールドは

年に プログラムを導入し、正確な数値は不明

であるが、州による他の農地保全プログラムと合

わせて、 エーカーの農地が保全されること

になったとのことである ）。

２．州法の概要

（１）バーリントンカウンティの評価と州議会に

よる立法

バーリントンカウンティにおける試験導入の結

果は、州議会によって成功として受け止められた。

そこで州議会は、 年に、 プログラムを州

内の全自治体で実施可能にする、「州 法」

                                                      

（ ） ）

を制定した。立法時の議会では、バーリントンカ

ウンティ 実験法での「試験実施は成功し、今

や、すべての土地所有者に公正かつ公平な方法で

ニュージャージー州の残りの部分にも拡大される

べきである」こととされた ）。

同法は、自治体土地利用規制法（

： ） ）の最末部に加える形で法典化

されている。

バーリントンカウンティ 実験法も の最

末部に加えられる形となっていたが、州 法は

さらにその後ろに加わっており、したがって、バ

ーリントンカウンティ 実験法は同法によって

完全に失効されたわけではなく、バーリントンカ

ウンティ内の自治体は既存のプログラムの実施を

選択することも、新たな州全体の制度を利用する

ことを選択することもできることとなっている ）。

また、連邦法の要求によるパインランド保護法に

基づくプログラムは、州 法と調整をされつつ、

別個に運用をされるようである ）。

なお、州 法の成立と同日には、州内のハイ

ランド（ ）地域を対象とした、「ハイラ

ンド水防計画法」（

） ）も制定されており、ここで

も プログラムが導入されている。州 法と

の調整規定も置かれているようであるが、裁判で

両プログラムの適用関係が争点とされた例も存在

する ）。

（２）法制度の概要

州 法の条項は、バーリントンカウンティに

おける先行的制度に類似しており、 プログラ

ムを導入する条例案を、カウンティ計画委員会

                                                      

（ ）が承認することにより

実行される制度になっている。

また同法では、単一の自治体のみによる自治体

区域内のプログラムの実施だけでなく、複数の自

治体が共同してプログラムを実施することも可能

である。ここでは、共同する自治体は同一のカウ

ンティにある必要もなく、各自治体による、実質

的 に 同 視 さ れ る （

）条例を、それぞれの属するカウンテ

ィの計画委員会から承認を受けることによって共

同実施できる。自治体・カウンティの境界を越え

た移転を行うことが可能な制度構築がなされてい

る ）。

（ａ）申請前の手続

プログラムに関する条例の承認を受けよう

とする自治体は、申請前にマスタープランに関す

る一定の手続を行っておく必要がある。

まず、 プログラムを自治体のマスタープラ

ンに規定し、所定の認可を受けておく必要がある
）。マスタープランでは、

①今後 年間の人口と経済成長の予測

②移転元と移転先の明示と説明

③予測される①の人口増加が、自治体内、特に

移転先区域内でどのように生じるかの分析

④移転先区域におけるインフラ基盤に関する見

積もり

⑤移転元区域から移転先区域への移転に係る証

書の発行方法

⑥移転先区域における開発申請の審査を円滑に

するための計画目標と基準

が示されていなければならない ）。

また、移転先区域の設備改良（

）プログラムと、公共サービス

（ ）プログラムもマスタープラン

には規定しておかなければならない。

                                                      
こうしたしくみは、パインラ

ンドでの プログラムで実施されていたという。
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さらに、計画委員会への承認申請に先立っては、

移転元区域で発生すると見込まれる開発権と、移

転先区域での開発必要性のキャパシティの間での、

不動産市場分析書（ ）

を作成しておくことも求められている ）。この分

析はカウンティ計画委員会によって行われ、条文

上は綿密な検討（ ）がな

されることとされている。分析後には、聴聞会が

開催される ）。

（ｂ）移転元と移転先への要求

同法では、移転元・移転先の双方について、設

定しうる区域の要件を規定している。

移転元の要件としては、原則として、下記のう

ちいずれか つ以上の特徴を有していなければな

らないとされている。

①農地、林地、氾濫原、絶滅のおそれのあるま

たは絶滅の危機に瀕した種の生息地、帯水層

涵養地域、レクリエーションまたは公園地、

水辺地、急勾配地その他条例・州法・連邦法

により開発行為が制限または禁止されている

土地

②自治体において、固有で際立った（

）景観的、建築的または歴史的な

重要性を存続させるための充実した内容の

（ ）開発がなされてきた土地

③交通、下水道その他のインフラの不十分や、

州等の開発計画の必要性を理由として、低密

度のままで維持すべきとされている土地 ）

他方、移転先に関しては、開発に適しており、

移転元の土地の価値と移転される開発可能性の間

に適切なバランスが常に保たれなければならない

ことが規定されている。また、他のあらゆるゾー

ニング条例による規定の下に、 条例の制定時

点での土地市場の状況において、移転先で必要と

されるすべてのインフラの利用可能性を考慮した

上で、開発が現実的に達成可能でなければならな

                                                      

いこととされている ）。

（ｃ）承認に係る審査手続

カウンティ計画委員会の承認を得る際の手続は、

次のように規定されている。

当該自治体は、条例案・マスタープランの関係

箇所・関連プログラム・不動産市場分析書を提出

しなければならない。提出を受けたカウンティ計

画委員会は、

①当該条例のカウンティのマスタープランとの

整合性

②当該条例が、地域における農地保全、自然の

管理や保護、歴史的建築物の保護といった目

標に寄与するか

③カウンティの人口と経済の予測との整合性

④移転元区域から移転される開発権に移転先が

十分に対応できるか、また、移転に関しての

市場可能性（ ）が合理的に保証

されるかどうか

という 点を基準とした審査を行う ）。

カウンティ計画委員会は、書類を受け取ってか

ら 日以内に、審査の詳細を記した正式意見書

（ ）を自治体に対して示さなければならず、

その内容は、条例制定を勧告するか、または条例

非制定を勧告するものでなければならない。

条例の非制定を勧告する場合には、意見書内に

理由を附記しなければならず、その後 日の間に、

計画委員会と当該自治体の両者で解決がなされな

かった場合、当該自治体は適正発展局（

） ）に対して、最終決定を求めて不

服申立てを行うことができる ）。

不服申立てがあった場合、適正発展局は 日以

                                                      

もとはコミュニティ省（

）の機関であるが、現在では「計画参加局」

（ ）と改称され、州務省

（ ）内の機関とされているようで

ある。現在でも条文上は適正発展局とされているが、本

稿筆者は、州法内の読み替え規定等を見つけることがで

きなかった。
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さらに、計画委員会への承認申請に先立っては、

移転元区域で発生すると見込まれる開発権と、移

転先区域での開発必要性のキャパシティの間での、

不動産市場分析書（ ）

を作成しておくことも求められている ）。この分

析はカウンティ計画委員会によって行われ、条文

上は綿密な検討（ ）がな

されることとされている。分析後には、聴聞会が

開催される ）。

（ｂ）移転元と移転先への要求

同法では、移転元・移転先の双方について、設

定しうる区域の要件を規定している。

移転元の要件としては、原則として、下記のう

ちいずれか つ以上の特徴を有していなければな

らないとされている。

①農地、林地、氾濫原、絶滅のおそれのあるま

たは絶滅の危機に瀕した種の生息地、帯水層

涵養地域、レクリエーションまたは公園地、

水辺地、急勾配地その他条例・州法・連邦法

により開発行為が制限または禁止されている

土地

②自治体において、固有で際立った（

）景観的、建築的または歴史的な

重要性を存続させるための充実した内容の

（ ）開発がなされてきた土地

③交通、下水道その他のインフラの不十分や、

州等の開発計画の必要性を理由として、低密

度のままで維持すべきとされている土地 ）

他方、移転先に関しては、開発に適しており、

移転元の土地の価値と移転される開発可能性の間

に適切なバランスが常に保たれなければならない

ことが規定されている。また、他のあらゆるゾー

ニング条例による規定の下に、 条例の制定時

点での土地市場の状況において、移転先で必要と

されるすべてのインフラの利用可能性を考慮した

上で、開発が現実的に達成可能でなければならな

                                                      

いこととされている ）。

（ｃ）承認に係る審査手続

カウンティ計画委員会の承認を得る際の手続は、

次のように規定されている。

当該自治体は、条例案・マスタープランの関係

箇所・関連プログラム・不動産市場分析書を提出

しなければならない。提出を受けたカウンティ計

画委員会は、

①当該条例のカウンティのマスタープランとの

整合性

②当該条例が、地域における農地保全、自然の

管理や保護、歴史的建築物の保護といった目

標に寄与するか

③カウンティの人口と経済の予測との整合性

④移転元区域から移転される開発権に移転先が

十分に対応できるか、また、移転に関しての

市場可能性（ ）が合理的に保証

されるかどうか

という 点を基準とした審査を行う ）。

カウンティ計画委員会は、書類を受け取ってか

ら 日以内に、審査の詳細を記した正式意見書

（ ）を自治体に対して示さなければならず、

その内容は、条例制定を勧告するか、または条例

非制定を勧告するものでなければならない。

条例の非制定を勧告する場合には、意見書内に

理由を附記しなければならず、その後 日の間に、

計画委員会と当該自治体の両者で解決がなされな

かった場合、当該自治体は適正発展局（

） ）に対して、最終決定を求めて不

服申立てを行うことができる ）。

不服申立てがあった場合、適正発展局は 日以

                                                      

もとはコミュニティ省（

）の機関であるが、現在では「計画参加局」

（ ）と改称され、州務省

（ ）内の機関とされているようで

ある。現在でも条文上は適正発展局とされているが、本

稿筆者は、州法内の読み替え規定等を見つけることがで

きなかった。

内に、計画委員会の意見書、当該自治体の提出書

類、土地所有者等その他からのパブリックコメン

トを検討し、理由を附して、当該条例案を承認す

る、当該条例案を条件付きで承認する、または不

承認とする旨の決定を行う。ここでの審査の基礎

（ ）は、

①当該条例の州 法の適合性

②条例案策定に際して自治体が決定したマスタ

ープラン、関係プログラムにおける情報の正

確性

③当該条例案の成功の可能性

④当該自治体に適用されるすべての計画との整

合性

とされている ）。

（ｄ）自治体での条例制定

条例の制定自体は、自治体での条例制定機関の

手続でなされる。ここでは、条例制定の理由を議

事録に記載することと、全構成員の過半数による

ことが要求され、特別多数決等の要求はない ）。

承認を受けた条例に係る農用地については、他

の州農業関連法上の優遇が与えられうる ）。

（ｅ）開発移転バンク

パインランドでの プログラムや、バーリン

トンカウンティ 実験法の下での プログラ

ムで用意されていた、開発クレジットバンクと同

様の制度も規定されている。 プログラムを導

入する条例を制定した自治体や、少なくとも区域

内の つの自治体が条例を制定しているカウンテ

ィは、開発移転バンク（ ）

を設立して、移転元区域の開発権の購入と取引を

行うことができることとされており、自治体は自

らバンクを設立せずに、カウンティのバンクや州

のバンク ）を利用することもできることになって

                                                      

別の州法（ ）で規定が置

かれている。

いる。自治体やカウンティがバンクを設立する場

合、自治体・カウンティから任命される 名の委

員で構成される理事会（ ）に

より運営されなければならず、メンバーは、銀行

業、法律、土地利用計画、自然保護、史跡保護、

農業のいずれかに関する専門性を有していなけれ

ばならないことも要求されている ）。

（ｆ）見直しと報告

州 法では、条例案の承認と自治体による制

定がなされた後においても、一定の見直しを行う

ことを要求している。

まず、条例制定から 年後には、カウンティ計

画委員会と自治体の双方によって、条例自体と、

条例案策定に際して行われた不動産市場分析書の

見直しを行い、制定後の状況に合わせて更新をす

ることが求められている ）。また、条例制定の

年後においては、カウンティ計画委員会と自治体

の双方によって、条例の実施状況に関する見直し

が要求されている。 年間終了の時点で、移転が

％を下回っている場合には、原則として当該条

例は合理的なものではないという推定を受けるも

のと規定されている ）。以上の つの事項に関す

る見直しは、その後も少なくとも 年に 回はな

されなければならないこととされている ）。

これに加えて、条例を制定した自治体は、毎年、

報告書を作成しカウンティ計画委員会に提出しな

ければならない。カウンティ計画委員会もまた、

条例施行後 年目以降、州計画委員会（

） ）に、報告書の写しを提

出しなければならない ）。

                                                      

州務省（ ）内に置かれ、州政府・

自治体・公衆の代表 名のメンバーにより構成されて

いる（任期 年）。
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３．州 法の運用状況と評価

（１）州 法の運用状況

以上のように、ニュージャージー州では先行す

るパインランドやバーリントンカウンティでの

プログラムの成功を受けて、いわば満を持し

て州全体を対象とする 法が制定された。

しかし意外なことに、 年に刊行されたニュ

ージャージー州の プログラムに関する報告書

によれば、同法の下で承認を受けて条例を制定し

た自治体は、グロウスター（ ）カウン

ティのウールウィッチ・タウンシップ（

）のみであるといい、わずか 例にとど

まっている ）。その後の状況は必ずしも明確では

ないが、関係機関の年次報告書をみても、条例の

承認を受け、 プログラムを導入した自治体が

増加したという形跡はない ）。

もっとも、この 年の報告書によると、州

法制定から報告書刊行の時点までで の自治

体が 導入に係る州の補助金を受けており、こ

れとは別に複数自治体による共同の プログラ

ムの実施に向けた補助金受給も 例あるとされて

いる。

他方、やや特殊な事案に関するものではあるが、

自治体が州 法の規定する手続をとらずに条例

を制定し、独自に プログラムを実施したこと

が争われた裁判例も存在する ）。これらのことか

らすると、自治体による プログラムの導入意欲

自体は相当に存在しているようにもうかがわれる。

                                                      

また、州 法と同時に制定さ

れたハイランド水防計画法の下の プログラムも、必

ずしも好調ではないようである。

グロウスターカウンティ内のフランクリン・タウン

シップ（ ）による、 プログラ

ムを用意した条例に関する事件であり、判決では同条例

を無効と判示した。

（２）背景要因

では、こうした州 法の利用に関する、低調

ともいえるような状況には、どのような要因が存

在するのであろうか。

年の プログラムに関する報告書では、

自治体の担当者へのインタビューの結果から、自

治体側の視点からみた要因として、移転先地区の

インフラ計画の承認手続の複雑さやコストの大き

さ、州政府内の諸機関による規制の変更により

プログラムの計画で大がかりな調整が必要に

なる場合があること、基準に関する機関間の不一

致や、職員の高い離職率による一貫性のなさと相

まった、承認に係る時間の長さや予測可能性の欠

如、等の意見があったという ）。これらから報告

書では、州 法には、① プログラムの導入

に係る計画プロセスの負担が大きいこと、②

導入の準備を行う自治体に対する州の支援が不十

分であること、③急激な発展による財政的な影響

の存在、④移転先区域を用意することの困難、と

いう タイプの障壁が存在するものとしてまとめ

ている。

①は、 プログラムが移転元と移転先の双方

を含む広範な区域を対象としつつ、その区域全体

の詳細な計画や不動産市場分析書の作成が要求さ

れていることである ）。②は、従来、多くの自治

体にとって、開発を徐々に進行させながら段階的

に意思決定を行うことが一般的であったのに対し

て、 プログラムの実施においては、事前に包

括的な意思決定と計画を行わなければならず、州

政府による複数の規制と複雑に関連するために、

自治体単独での対応には困難が伴うというもので

ある。③は、特に移転先の地域において、急速な

発展により自治体の行政サービスの需要が急増す

る一方で、自治体側は事前のインフラ整備のため

に費用を要しているため、一時的にではあるが自

                                                      

すでに触れた判決においても、州 法の手続が「一

連の調査」を要求され、「複雑」だと言及されている。
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３．州 法の運用状況と評価

（１）州 法の運用状況

以上のように、ニュージャージー州では先行す

るパインランドやバーリントンカウンティでの

プログラムの成功を受けて、いわば満を持し

て州全体を対象とする 法が制定された。

しかし意外なことに、 年に刊行されたニュ

ージャージー州の プログラムに関する報告書

によれば、同法の下で承認を受けて条例を制定し

た自治体は、グロウスター（ ）カウン

ティのウールウィッチ・タウンシップ（

）のみであるといい、わずか 例にとど

まっている ）。その後の状況は必ずしも明確では

ないが、関係機関の年次報告書をみても、条例の

承認を受け、 プログラムを導入した自治体が

増加したという形跡はない ）。

もっとも、この 年の報告書によると、州

法制定から報告書刊行の時点までで の自治

体が 導入に係る州の補助金を受けており、こ

れとは別に複数自治体による共同の プログラ

ムの実施に向けた補助金受給も 例あるとされて

いる。

他方、やや特殊な事案に関するものではあるが、

自治体が州 法の規定する手続をとらずに条例

を制定し、独自に プログラムを実施したこと

が争われた裁判例も存在する ）。これらのことか

らすると、自治体による プログラムの導入意欲

自体は相当に存在しているようにもうかがわれる。

                                                      

また、州 法と同時に制定さ

れたハイランド水防計画法の下の プログラムも、必

ずしも好調ではないようである。

グロウスターカウンティ内のフランクリン・タウン

シップ（ ）による、 プログラ

ムを用意した条例に関する事件であり、判決では同条例

を無効と判示した。

（２）背景要因

では、こうした州 法の利用に関する、低調

ともいえるような状況には、どのような要因が存

在するのであろうか。

年の プログラムに関する報告書では、

自治体の担当者へのインタビューの結果から、自

治体側の視点からみた要因として、移転先地区の

インフラ計画の承認手続の複雑さやコストの大き

さ、州政府内の諸機関による規制の変更により

プログラムの計画で大がかりな調整が必要に

なる場合があること、基準に関する機関間の不一

致や、職員の高い離職率による一貫性のなさと相

まった、承認に係る時間の長さや予測可能性の欠

如、等の意見があったという ）。これらから報告

書では、州 法には、① プログラムの導入

に係る計画プロセスの負担が大きいこと、②

導入の準備を行う自治体に対する州の支援が不十

分であること、③急激な発展による財政的な影響

の存在、④移転先区域を用意することの困難、と

いう タイプの障壁が存在するものとしてまとめ

ている。

①は、 プログラムが移転元と移転先の双方

を含む広範な区域を対象としつつ、その区域全体

の詳細な計画や不動産市場分析書の作成が要求さ

れていることである ）。②は、従来、多くの自治

体にとって、開発を徐々に進行させながら段階的

に意思決定を行うことが一般的であったのに対し

て、 プログラムの実施においては、事前に包

括的な意思決定と計画を行わなければならず、州

政府による複数の規制と複雑に関連するために、

自治体単独での対応には困難が伴うというもので

ある。③は、特に移転先の地域において、急速な

発展により自治体の行政サービスの需要が急増す

る一方で、自治体側は事前のインフラ整備のため

に費用を要しているため、一時的にではあるが自

                                                      

すでに触れた判決においても、州 法の手続が「一

連の調査」を要求され、「複雑」だと言及されている。

治体にとっては財政的な問題が生じることになる

という点である。④は、自治体にとって自己の区

域外からの追加的な開発の受け入れには消極的に

なる傾向があるということである。パインランド

の プログラムにおいては、自治体に対し移転

先区域の創設を義務付けるパインランド委員会の

権限が制度として用意されているのに対して、ハ

イランド水防計画法の下での プログラムでは、

こうした制度が存在しないことが、両者の プ

ログラムの成否に影響を与えていることも指摘さ

れている ）。

（３）なされている提言

こうした状況に対して、報告書では、ニュージ

ャージー州の プログラムの促進に向けて、

つの提言（各提言に関する具体的なものとしては、

合計で ）の提言を行っている ）。

提言の第 は、自治体に対してあらゆるレベル

の開発権移転的な手段の利用可能性を付与するこ

とである。ここでは、 のような規模のもので

はない手段として、単一区画内での開発行為を最

適な部分に集め（ ）、残りの部分を空き

地として保存する手法たるクラスタリング

（ ）や、隣接していない区画間でのク

ラスタリング（ ）

を小規模な開発権移転の制度として柔軟に自治体

が用いることができるようにする点などが提言さ

れている。

提言の第 は、能率化された計画の審査と、州

政府との間の協力的なパートナーシップに関する

規定を置くことである。具体的には、何らかの「

パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協定 （

）」の締結により、自治体による の

計画へのサポートと適切な審査を実現することや、

州政府の複数の関係機関内で適切なスタッフによ

るサポート体制を維持することなどが提言されて

いる。

                                                      

提言の第 は、規制の改善を通じて計画性の高

い移転先地区の実現を支援すべきということであ

る。規制の改善としては、上下水道や、自然・農

地・史跡保護など、複数省・機関にまたがって複

雑に分散化されている各種の規制を整理し、自治

体の 計画に統合することなどである。

提言の第 は、 プログラムの導入を、地方

自治体にとって財政的に合理的な選択になるよう

位置づけるというものである。先に触れている、

手続の複雑さやコストの高さ、承認の可否に関す

る予測可能性の乏しさ、急速な発展に伴う財政的

な問題などの州 法に存在することが指摘され

ていた障壁に対応する提言であり、具体的には、

不動産市場分析書の作成や調査に関する自治体へ

の財政的援助や、 プログラムを導入する条例

を制定した自治体における移転先区域のインフラ

整備に係る先行的な財政支援の提言のほか、承認

審査に際しての自治体の条例案や計画に、強度の

法的な「妥当性の推定（ ）」

を認めるべきことなどが触れられている。

提言の第 は、 プログラムの発展の可能性

を探究し続けるべきというものであり、移転先と

なる区域を設定する自治体にとってのインセンテ

ィブと、より大規模な開発権の購入を促進するよ

うな効果的な方法の探究がなされるべきだとされ

ている。

おわりに

ニュージャージー州 法の制定後の状況は、

の先進国であるアメリカにおける成功例の

つとしてニュージャージー州内の事例が取り上げ

られることも少なくなかったことから、相当に意

外にも感じられた。もっとも、すでに指摘されて

いる通り、「アメリカにおける 制度は極めて多

様であ」る ）ため、州 法の状況のみによって

の全体的な傾向を測ろうとすることは全く不

適切であろう。

また、本稿での内容は、法制度の紹介としても
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ごく薄いものといわざるを得ず、特に バンク

に関する検討はほとんど行うことができなかった。

また、 プログラムについて規定する、一般的

な州 法と個別法、さらには連邦法に由来する

事業での プログラムや、一般法との選択可能

性のある先行した旧法下での プログラムが同

一州で併存しているという状況にあるニュージャ

ージー州は、制度間の比較を行う上で好適と考え

られるが、それにもかかわらず、こうした比較検

討も現時点ではなしえなかった。筆者にとっての

今後の課題である。

もっとも、本稿の特に３．で扱った報告書にあ

るように、州 法の下の制度に対して改善の必

要が指摘されている点もあり、これを、 プロ

グラムの機能条件を一定程度は示唆しているもの

とみることもできるだろう。同報告書においては、

州 法の下では、移転先区域の設定への消極性

が指摘されていたが、例えばわが国における目下

の状況との間でどのように比較整理ができるか、

検討する際の材料にもなるものと考える。

他方、州 法によるプログラムと同じく、ハ

イランド水防計画法の プログラムも、さほど

成功したとの評価は与えられてはいなかったが、

ごく近時において、気候変動への対応策ないし解

決策として注目を向ける論稿（ノートではあるが）

もあらわれている ）。いかなる目的に向けて

を用いることがありうるのか、今後も検証の目を

向け続けるに値する事項と思われる。

また、州 法の諸規定からは、条例に係る事

前承認の要求があるなど、自治体に対するカウン

ティや州のコントロールが相当に強いという印象

を抱く。これとともに、成功例とされるパインラ

ンドにおける プログラムに存在する要素とし

て、移転先区域の創設を自治体に対して義務付け

る権限をパインランド委員会が有していることを

指摘する報告書の記載もみられた。特に前者に関

                                                      

しては、ニュージャージー州の地方自治制度にお

ける、自治体の自律性の程度にも関連しているも

のと考えられる ）が、 、さらには計画一般に

ついて、地方自治・地方分権との関係でどのよう

な役割と権限の配分がなされるべきかという、よ

り広い問題を考える際の材料にもなるものと思わ

れる。

                                                      
合衆国各州における地方自治に関する憲法条項およ

び伝統的法理論の状況に関しては、北見宏介「アメリカ

地方自治の法とその動向」大津浩（編）『分権改革下の

地方自治法制の国際比較』（有信堂、 年） 頁

を参照されたい。
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